
NGOスタッフへの対応も

―日本に退避したアフガニスタン
人の数は、2021年11月時点で400
人ほどに上っているとの報道もあり
ます。現在は期限付きの在留資格で
滞在しているようですが、今後、日
本はどのように対応していくべきで
しょうか。
　日本に呼んだのであれば、きち
んと最後まで面倒をみるべきだ。
最初の数カ月だけ支援して、その
後の身の振り方は本人たちで考え
ていくだろうという発想でいるの
は無責任だ。
　日本が取り組むべき課題は３つ
ある。一つ目は、個々のニーズに

合わせた対応をしていくことだ。
治安が改善した後に全員を一律帰
国させるというのは、良策ではな
い。現地の人々からすると、彼ら
は“一度祖国に背を向けた人た
ち”であり、気持ちよく迎え入れ
てくれるか分からないからだ。退
避してきた人たちは、そうしたこ
とも覚悟の上で、命を懸けて日本
に来た。その中には、将来母国へ
戻りたいと考えている人もいるか
もしれないが、日本での暮らしや
第三国へ渡ることを希望している
人もいる。個々の思いを汲み取り、
色々な選択肢を提示して、本人た
ちが選べるようにしてほしい。
　二つ目の課題は、日本で暮らす

ことを選択した人たちの生活基盤
をどう築いていくかだ。日本の言
葉も習慣も分からない人も多い。
仕事を見つけることすら難しいだ
ろう。子供の教育も欠かせない。
　受け入れを始めた当初、日本の
関係者の間ではまだそういったこ
とを具体的に検討している様子は
なかった。だが、本来は受け入れ
る前から考えておくべきことだ。
日本における在留資格に関する制
度は厳しく、入管施設で何人も亡
くなるなど、外国人に対する扱い
には問題もある。退避してきたア
フガニスタンの人たちも、適切に
対応しなければそういう扱いを受
ける可能性があることは容易に想
像できる。
　三つ目の課題は、日本のNGO
で働く現地スタッフたちへの対応
だ。彼らの中には日本への退避を
望む声もあった。しかし退避対象
となっているのは大使館やJICA
職員が中心だ。米国や英国、ドイ
ツなどは自国のNGOスタッフも
退避させている。日本の外務省は、
こうした課題にもしっかりと向き

個々のニーズに配慮し、孤立を避ける
アフガニスタンにおける日本大使館や国際協力機構（JICA）の現地スタッフお
よびその家族らが日本に退避し始めてから約３カ月。彼らへの対応も一つの重
要課題となっている。同国出身のレシャード・カレッド氏に、日本が果たすべ
き役割を聞いた。
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くれた。「この診療所を脅す人は
タリバーンが許さない」と書いた
紙を送ってきて、それを貼るよう
に進言してくれたのだ。
　われわれの診療所は、性別や身
分などを問わず、全員を受け入れ
ている。そうした患者の中には、
タリバーンの家族の女性や子供も
いたようで、彼らはわれわれに感
謝しているとも言ってくれた。患
者を選ばない、平等性を保つとい
うのは、信頼を培い、時には自分
たちを守ることにもつながる。

NGO連携で信頼される支援へ

―ODAを含めた、日本の今後の
役割としては何がありますか。
　日本は、2001年以降、積極的
な支援を展開した。農業や医療、
警察官の人材育成、カブール大学
などの教育機関への支援などその
領域は幅広い。こうした支援は極
めて高い評価を受けている。
　結核対策もその一つだ。日本は
1974年以降、技術協力や無償資
金協力で結核の予防・治療活動を
支援していた。ソ連軍の侵攻でい
ったん支援は止まったが、97年
に私が世界保健機関（WHO）の
依頼を受けてアフガニスタンの結
核対策を考える調査を実施した際、
日本の支援で作られたシステムを
生かす形でプロジェクトを実施し
たりもした。日本も、紛争後の積
極支援を展開する中で、結核対策
支援を再開し、カブールに結核研
究所や感染症病院を建てている。
　しかし、2011年にウサマ・ビ
ンラディンが死んで米国のアフガ

ニスタンに対する関
心が薄れると、こう
した日本の支援も尻
すぼみしていったの
は残念だ。複数のダ
ム建設やカブール周
辺に新都心を作る構
想もあったが、これ
らも計画だけで終わ
ってしまった。
　そうした中で、日
本が役割を果たすべ
き時は今をおいてほ
かにない。現時点で政治的に動け
ることはそれほどないかもしれな
いが、深刻化している食糧問題な
どへの対処はできる。日本は緊急
無償資金協力などを表明している。
ただ懸念は、その実施を国連機関
が担うことだ。現地にいた国連職
員は大半が国外へ逃げており、残
っているのは400人ほどしかいな
い。その人員で、しかもタリバー
ンと対立したままでは、地方を含
めた国全体に支援を届けることが
できるとは思えない。
　それよりも、日本のNGOを活
用すべきだ。日本NGO連携無償
資金協力（N連）などを使い、日
本のNGOが現地のNGOと連携
する形であれば、地方を含めて末
端の人々にまで人道支援を行うこ
とができるだろう。まずは、どう
いう支援をどれくらいの人たちが
求めているのかといった実態を把
握するための現地調査を、NGO
を活用して行うべきだ。
　支援にしろ調査にしろ、現地で
の活動はタリバーンを無視しては

できない。彼らとの話し合いを通
じて、合意形成をしながら進める
必要がある。カレーズの会をはじ
め、現地で支援を行う日本の
NGOはそうしたプロセスを踏ん
で活動を続けている。ただ、
NGOが動く際には、個々に動く
よりも一つの方針の下、連携して
まとまり、それを政府が後押しす
る形がいいだろう。
　日本のNGOが動くことによっ
て、タリバーンの日本に対する信
頼度は変わる。それが政府間の話
し合いなど、次のステップにもつ
ながっていく。日本政府、特に外
務省は、そうした先々のことも念
頭に置きながら、今後の方針を考
えていくべきだ。現在、中国とロ
シアがアフガニスタンの再建に向
けて積極的に働きかけている。日
本は「自分たちがアジアをけん引
する国だ」と自負するのであれば、
こういうアジアの問題でも積極的
に役割を果たすべきだ。そうでな
いと大国としての信頼は得られな
いだろう。

合い、今後の方針を示していくべ
きだ。

―一つの案として、JICAが日本
の自治体と協力してホストタウンの
ようなものを作り、そこに政府開発
援助（ODA）も投入しながらインフ
ラなどを整備して環境を整えてはど
うかという声があります。
　生活はできるようになるかもし
れないが、日本の社会から孤立さ
せないよう注意するべきだ。大切
なのは日本の社会に早く馴染んで
もらうことであり、その意味では
日本社会のシステムの中で生きて
いける術を身に付けさせる方が大
事だ。学校も、日本人が通う一般
の学校に通わせる方がいい。アフ
ガニスタン人だけのコミュニティ
ーを形成してしまうと、その中で
しか生きていけない状況を生み出
すことにもなりかねない。それは
望ましくない。

―退避してきた人々は、将来的に
アフガニスタンの復興や発展に貢献
できる人材として捉える視点も持つ
べきかと思います。子供たちにはグ
ローバル教育を受けさせるほか、祖
国の大切さも教えていくなど、人材
育成にしっかりと取り組んでいくこ
とも大切でしょう。
　その通りだ。そこまで考えない
と連れてきた責任は果たせない。
　日本には、アフガニスタンの今
後の国造りにおいて果たすべき役
割がたくさんある。なぜなら、ア
フガニスタンでは欧米諸国のよう
に軍の派遣をしてこなかった日本

への信頼が非常に厚い。それに日
本政府は昔からタリバーンとのパ
イプも持っている。過去のタリバ
ーン政権で外相を務めていたワキ
ル・アフマド・ムタワキル氏は、
日本に来たこともある。そういう
パイプを活用して、アフガニスタ
ンの国造りに貢献していくべきだ。
　
タリバーンには寄り添う姿勢を

―レシャード先生はタリバーンと
の対話、そしてタリバーンを国際社
会が支援していくことの必要性を以
前から訴えていますね。具体的には
何をすべきでしょうか。
　国際社会はタリバーンを非難し
ているが、現実問題として今アフ
ガニスタンを制覇している勢力は
彼らだけだ。この国を救うために
は、彼らを何らかの形で生かす方
法をとる以外にはない。
　タリバーンは政治や行政運営の
ノウハウ、人脈を持っているわけ
ではない。これまで政府・行政機
能を担ってきた人材は、日本をは
じめ海外へ退避してしまった。教
育が行き届いていないアフガニス
タンでは、そうした人材はただで
さえ貴重だった。その空白を全て
タリバーンが担うのは無理な話だ。
　退避を手助けした国際社会は、
この状況を作り出す一端を担った
とも言える。だからこそ、非難や
制裁で彼らに言うことをきかせよ
うとするのではなく、もっと寄り
添い、諭しながら、一緒にこの国
について考えていこうという姿勢
を示していくべきだ。
　具体的には、国家運営の経験を

持ち、今は国外に退避している人
たちが現政権のアドバイザーにな
ったり、一緒に国家計画を作った
りできるような仕組みを構築する
のがいい。例えば、以前のタリバ
ーン政権には「シューラ」という
評議会が置かれていた。シューラ
で決定した政策を、政府が実施し
ていたのだ。今回もそういう組織
を作り、国外にいる政治家や女性
を参加させれば、国際的な視点や
女性の視点を政策や行政に反映し
ていくことができる。タリバーン
にとっても、無理に閣僚の中に女
性を入れなくてすむ。大切なのは
柔軟な発想だ。彼らが嫌がること
を強制しても、今度はタリバーン
内の分裂を招いたり、別の勢力か
ら圧力がかかったりして、今以上
に状況が悪化してしまう。
　褒めるつもりはないが、タリバ
ーンは聞く耳をちゃんと持ってい
る。私が理事長を務めるカレーズ
の会はカンダハルで診療所を運営
しているが、そこにタリバーンの
中堅幹部がカンダハル制圧後、訪
ねてきた。その時、われわれは彼
らに、「女性が働くことを禁止さ
れたら、出産対応などができなく
なる」と訴えた。すると彼らは、
「家から診療所に来るまでの間は
ブルカなどを身に付けてもらうが、
診療所内では好きなようにしてい
い。一切文句言わない。何かあれ
ば手助けもする」と言ってくれた。
　この他にも、数年前、診療所が
タリバーンを名乗る人物から脅迫
された時、彼らは「それは自分た
ちではない」と否定し、対応して

レシャード・カレッド氏
アフガニスタン・カンダハル出身。1969年に来日し、
76年に京都大学医学部を卒業。日本各地の病院で
呼吸器外科の経験を積み、89年に国際協力機構
（JICA）の「イエメン結核対策プロジェクト」のチームリ
ーダーを務めるなど、政府開発援助（ODA）事業にも
従事。93年、静岡県島田市でレシャード医院を開設。
2002年、アフガニスタンで医療と教育支援に取り組
むカレーズの会を設立

日本退避者への対応は
最後まで責任を

（聞き手：本誌編集部・川田 沙姫／本誌編集委員・竹内 幸史）

レシャード医院 医院長／
認定NPO法人カレーズの会 理事長
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ASEANと「一帯一路」

　謹賀新年―新年号の論点を次の
２つに絞ってみた。
　第一は、岸田文雄政権の外交課
題「自由で開かれたインド太平洋
構想」を巡る問題。この構想は安
倍晋三政権から引き継いだものだ
が、岸田政権はこの構想をどう実
現しようとしているのか。それと
も日本の単なる外交的アピールで
終わらせるのか。海外の注目度、
期待度は決して低くはない。
　第二は、インド太平洋構想とも
大いに関連する政府開発援助
（ODA）は本来あるべき外交の
手段として期待されている。今回
はそのあり方を巡って問題点や課
題を明らかにしたい。
　それでは、第一の問題点を考え
てみよう。周知のことと思うが、
インド太平洋構想は本音で言うと
中国の「一帯一路」戦略に対峙す
るような戦略的発想だと言われる。
しかし、果たしてその狙いをどこ
まで達成することができるのか。
実際には、前途多難が予想される。

それは、今やインド太平洋で軽視
できない政治・経済グループへと
成長している東南アジア諸国連合
（ASEAN）10カ国の存在である。
　2019年６月、ASEANはイン
ドネシアなどがまとめた「インド
太平洋に関するASEAN・アウト
ルック」（AOIP）を公表した。
そこには大国間の緊張高まる地域
情勢の緩和を目指し、これまで
ASEANが進めてきた独自の手法
である対話の促進や協力、友好関
係の増進が盛り込まれており、い
わゆるASEANを中心軸にした
「インド太平洋」が提唱されてい
る。
　つまり、そこにはASEANと中
国との貿易関係の深まりが反映さ
れていると言っても過言ではない。
たとえば、東大の現代中国研究拠
点研究シリーズNo.21によると、
タイにおいて最大の貿易相手国は
中国であるとしている。2000年
のタイから中国への輸出額は28
億ドルで、中国からタイへの輸入
額は34億ドルであったが、2018
年には輸出額が302億ドルへと

10.7倍になり、輸入額が499億ド
ルと14.8倍にも増大している。
　恐らく、他のASEAN諸国も大
なり小なりに、中国との貿易は増
大の一途をたどっているに違いな
い。なかでも大陸部東南アジア諸
国（タイ、ラオス、カンボジア、
ベトナム、ミャンマー）における
対中貿易の増大は非常に大きいと
言われている。

重視される経済活動

　このように、貿易という実益の
観点から、ASEANと中国との現
実的な関係をたどってみると、
ASEANは決して中国との貿易関
係を軽視できない関係へと発展し
ている。
　ASEAN各国と中国との利害損
失をどう調整し、各国のインド太
平洋戦略への合意形成をどう進め
ればよいのか。しかし、その合意
形成はそう簡単なものではない。
構想を突き詰めれば詰めるほど、
前途多難が予想される。あるいは、
いっそのこと構想の制度としての
完成度を突き詰めて考えないほう

がよいという選択もあり得ると言
う。そう言いたくなるような複雑
さが予見できる。
　さらに、断片的な言い方かもし
れないが、南西アジアにおけるイ
ンドvsパキスタンという対立構造、
そして、パキスタンと中国との深
いつながりがインド太平洋構想を
かなり複雑化させる可能性がない
とは言えない。このような一種の
混迷は、先発した中国の「一帯一
路」戦略がそれなりにアジア各地
に根を張っているからではなかろ
うか。日・米・欧・オーストラリ
アがしっかりスクラムを組んでも、
肝心のアジア諸国との経済連携に
よる連帯感が深まらない限り、強
大化する中国の影響力を防ぐこと
は、容易なことではない。
　従って、そうした難関を突破す
るには、インド太平洋諸国を構想
に巻き込むだけの大きなメリット
が求められる。それは、言うまで
もなく軍事的インパクトではなく、
地域先進国と地域途上国との貿易
あるいは投資を含む経済的インパ
クト、さらには域内先進国による
産業技術的なインパクトや恩恵な
どが考えられる。従って、この構
想を成功させるためには、地域先
進国にそれなりの覚悟が求められ
ると言っても過言ではない。
　それでは、次に本誌の専門分野
であるODAの課題に焦点を当て
ながら、問題提起してみたい。

ODA運営の行方を求めて

　それは端的に言うと、ODAの
司令塔としてのトップ・マネジメ
ントの問題である。

　ことの発端は、2006年（平成
18年）４月28日に閣議決定され
た「海外経済協力会議」の設置か
らである。その内容は次の通り。
　「海外経済協力（ODA、その
他の政府資金、及びこれらに関連
する民間資金の活用を含む）に関
する重要事項を機動的、かつ実質
的に審議し、戦略的な海外経済協
力の実効的な実施を図るため、内
閣に海外経済協力会議を設置す
る」
　議長は内閣総理大臣、委員は内
閣官房長官と外務大臣、財務大臣、
経産大臣だ。
　これにより、1993年（平成５
年）８月からの閣議口頭了解とい
う形で開かれてきた対外経済協力
関係閣僚会議は廃止された。これ
で、どちらかと言うと霞が関官僚
ベースで約14年続いた閣僚会議
は幕を閉じることになった。
　しかし、官邸主導の海外経済協
力会議は、全体的なODA改革の
司令塔という期待に反して、もっ
ぱら鉄道などの分野を中心とする
インフラ輸出戦略に傾斜し、オー
ルジャパンとしてのODA政策の
司令塔という役割を果たすことは
なかった。
　岸田政権の新たな方針はまだ明
らかにされていないが、これまで
のような官邸主導のODA実施体
制ではなくて、かつてのような総
理をトップにした関係各省大臣
（外務、財務、経産を中心とする
霞が関グループ）との政策協議体
制に戻って、バランスのとれたオ
ールジャパン的なODA実施体制
へ移行することが考えられる。

　特に、これからはポストコロナ
の支援ということもあって、開発
途上国の保健医療体制の強化を支
援する体制作りも重要になってこ
よう。岸田政権はどういう形で指
導力を発揮できるだろうか。
　筆者は2001年から08年まで、
渡辺利夫氏（元拓殖大学学長）を
議長とするODAに関する外務大
臣諮問委員会に参加したことがあ
った。その間、外務大臣としての
岸田氏と接する機会が幾度もあっ
た。その時、岸田大臣は熱心に私
たちの議論に耳を傾けていたこと
を記憶している。たとえば、外交
の手段として力を発揮できる
ODAを先に述べた自由で開かれ
たインド太平洋構想に、どう反映
させるか。これからは、インフラ
輸出だけでなく、そうした大きな
外交目標に向かって、ODAをフ
ルに活用すべきだろう。恐らく、
それはODA分野関係者の願いか
もしれない。
　つまり、世界に恥じないODA
の大義名分を求めていると言える。

インド太平洋構想
そしてODA問題点
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過渡期のエチオピア̶内戦からみる国造りの課題1 非常事態宣言発出、首都にて
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市民の動揺薄く

　2021年11月２日夜。アムハラ
州にある２つの都市、コンボルチ
ャとデセがティグライ人民解放戦
線（TPLF）に占拠されたことを
受け、エチオピア政府は全土に非
常事態宣言を発出した。
 ちょうどその日、筆者は首都の
アディスアベバに滞在していた。
日本大使館からは夜遅くまで安否
確認のメールや危険情報が発信さ
れていたほか、インターネット上
では国際メディアがセンセーショ
ナルに“エチオピア国家の危機”
を報じていた。「大変な事態にな
ってしまった」と、ホテルでパソ
コンの画面を呆然と眺めていた。
 一夜明けた早朝。ホテルの窓か
ら大通りの様子を覗くと、多くの

人々が何事もなかったかのように
出歩き、出勤ラッシュの渋滞も健
在だ。現地の人たちは、昨日の宣
言発令をどう受け止めたのだろう。
道端のコーヒー露店に入り、隣り
合わせた40代くらいの男性に話
しかけてみた。「見ての通り、日
常そのものだよ」と、その男性は
肩をすくめて答えた。
 職業は個人タクシーのドライバ
ーだという。これから普段通り仕
事をするらしい。「自衛の準備を
するようにとの政府勧告もあった
ようだが、武器を準備したり持ち
歩いたりしているのか」とも聞い
てみた。「武器なんか持っている
と、むしろ検問で引っかかってし
まうよ！」と笑い飛ばされた。 
「武器を持っている場合は当局へ
申請する必要がある。一般の人々

に求められているのは、個人を特
定するIDカードを持ち歩くこと
くらいだよ」という。
 市内で他の人たちにも同じよう
に尋ねてみた。「どの報道が本当
なのか分からないからね。慌てた
り騒いだりはしないよ。どうなる
かは、神様に祈るしかない」と言
う人も多い。実にキリスト（エチ
オピア正教）教徒が多い、アディ
スアベバの市民らしい考え方だ。
　非常事態宣言が発出されて以降、
夜間は市内の各所で治安当局によ
る検問が敷かれている。これによ
る渋滞も各所で発生し、それを避
けるため、多くの人々が早めに帰
宅するようになった。また、万が
一の事態に備えて食料を確保しよ
うとする動きもあり、小麦の販売
所では行列ができていたという。
ただ、それ以外に大きな混乱を目
にすることは無かった。さまざま
なメディアで、さも「全市民が武
装して反政府勢力との戦いに備え
ており、街では緊張感が高まって
いる」かのような報道がされてい
るが、現地で感じたものとの間に
は大きなギャップがあった。

かすかに漂う内戦の気配

 筆者がエチオピアに滞在したの
は、10月下旬から11月初旬まで
の約２週間。2019年の１年間、
アディスアベバで暮らしていたの
で、約１年半ぶりの訪問だった。

同国の農業や産業開発の現状を見
ることが目的で、取材先もアディ
スアベバと南部の農村地帯だ。と
はいえ、日本を発つ前から国際メ
ディアは北部地域での食糧難や虐
殺といった人道危機に瀕している
人々の様子を生々しく報じており、
内戦の動向には注視していた。
「首都でも内戦の緊張感が漂って
いるのだろうか」という思いを胸
に、エチオピアに向かった。
　ところが、出迎えてくれたのは、
活気があり、人と車がせわしなく
行き交う、変わらないアディスア
ベバの風景だった。かつて建設中
だった建物が完成していたり、コ
ロナ対策でマスクをつけている人
が見られたりなど、多少の変化は
あるものの、拍子抜けするほど街
の様子は変わっていない。久しぶ
りに会った現地の友人らも、「食
べ物の値段が上がったが、生活に
大きな変化はないよ」と笑ってい
た。こうした日常風景は、冒頭で
述べた通り、非常事態宣言が発令
されて以降も変わらなかった。
　一方、内戦の匂いが全くしない
のかと言われたら、それも違う。
大通りなどにはアビィ首相の顔写
真や軍人の写真が大きく張り出さ
れ、「軍の皆さんありがとう！」
「武力でわれわれを屈することは
できない」と謳った標識も見かけ
た。こうした看板は、2019年に
はなかったと記憶している。
　また、首都のティグライ人系の
建設会社も内戦勃発後、つぶれた
という話も聞いた。こうした建設
業者はエチオピア全土の若者の雇

用の受け皿となっ
ていたため、失業
者の増加につなが
っているそうだ。
このほか首都郊外
では、北部地域か
ら避難を余儀なく
された人たちが移
住し、都市のスプ
ロール現象も起き
ているらしい。

反米運動広まるも民族嫌悪は薄

　市内のコーヒー屋などで内戦に
ついて話をしていると、最終的に
BBCやCNNに不満の矛先が向く
ことがままあった。「反政府勢力
に肩入れをして、エチオピアを悪
く見せようとしている」といった
声を何度も聞いた。
　アビィ政権の対応を強く非難す
る欧米政府にも、不信感が募って
いる。「欧米の不当な介入は害で
しかない。カブールの現状がいい
例だ」と、あるタクシー運転手も
強い口調で批判する。「俺たちの
本当のパートナーは中国やトルコ
だ。欧米に批判されたところで怖
くはない」とも語っていた。内政
不干渉を掲げる中国へのイメージ
は市民の間でうなぎのぼりのよう
だ。ちなみに、日本に対する印象
も聞いてみたが、特に感想はない
ようだった。悪いイメージは持た
れていないが、存在感もないとい
うところだろうか。
　そんな中、11月７日にはアデ
ィスアベバ市中心部の広場で、大
規模な反外国報道集会が開かれた。

最近も、米国や欧州では在住エチ
オピア人による N o m o r e 
negotiation運動やSNS上での
「＃NoMore」の拡散で、欧米諸
国によるエチオピア情勢への介入
を強く非難する声が挙げられてい
る。 
　他方、ティグライ人に対しては、
表立ったヘイト言動を耳にするこ
とは無かった。長年政府の中枢で
権力を握ってきたTPLFに対して
は、批判的な感情を抱く人も少な
くない。重ねて今回の内戦勃発で、
ティグライ人全般に対する風当た
りが強くなる可能性はあった。し
かし、アディスアベバで生まれ育
ったというコーヒー屋の若い店員
は、「ティグライ人とか民族とか
関係ない。みんなエチオピア人、
家族さ」と笑顔で断言した。同様
の意見を各所で耳にした。
　多民族国家であるエチオピアで
はこれまで、民族アイデンティテ
ィが強調される印象が強かった。
しかしアビィ首相が、エチオピア
の公用語の一つ、アムハラ語で
「融和」や「結合」を意味する
「メデメル」を国造りの哲学とし

現地で実感 報道とのギャップ
欧米介入への強い反発心と、アイデンティティの移ろい

非常事態宣言発令後の首都。人々は通常通りの生活を送っていた＝2021年11月３日撮影

11月７日に開催された反外国報道集会の様子＝アディスアベバ市民提供


